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令和７年３月３１日

各 府 省 官 房 長 等

各 行 政 執 行 法 人 の 長 殿

日本郵政株式会社人事部長

人事院事務総局職員福祉局長

「心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定について」の一

部改正について（通知）

「心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定について（令和３年９月１

５日職補－２６６）」の一部を下記のとおり改正したので、令和７年４月１日以

降は、これによってください。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」

という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、こ

れを当該傍線部分のように改め、改正前欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分は、

これに対応する改正後欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分のように改め、改正前

欄に掲げる標記部分に傍線を付した別添で改正後欄にこれに対応する別添を掲げ

ていないものは、これを削る。



改 正 後 改 正 前
別紙 別紙

心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針 心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上災害の認定指針

１ 心・血管疾患及び脳血管疾患を公務上の災害と認定するに当たっての基本 １ 心・血管疾患及び脳血管疾患を公務上の災害と認定するに当たっての基本
的な考え方 的な考え方
⑴・⑵（略） ⑴・⑵（略）
⑶ 過重負荷を評価するための期間は、個別案件ごとに異なるものである ⑶ 過重負荷を評価するための期間は、個別案件ごとに異なるものである
が、長期間にわたる疲労の蓄積等も考慮する観点から、発症前６月間程度 が、長期間にわたる疲労の蓄積等も考慮する観点から、発症前６か月間程
となる場合があることに留意すること。 度となる場合があることに留意すること。

⑷・⑸（略） ⑷・⑸（略）
２（略） ２（略）
３ 過重負荷を判断するための着眼点 ３ 過重負荷を判断するための着眼点
⑴ ⑴
（略） （略）
ア 業務の量的要因（勤務時間、勤務密度）に関するもの ア 業務の量的要因（勤務時間、勤務密度）に関するもの
(ｱ) （略） (ｱ) （略）
(ｲ) 業務上の必要により、発症前１月間に正規の勤務時間を超えて１０ (ｲ) 業務上の必要により、発症前１か月間に正規の勤務時間を超えて１
０時間程度の超過勤務を行った場合であって、その勤務密度が通常の ００時間程度の超過勤務を行った場合であって、その勤務密度が通常
日常の業務と比較して同等以上であるとき の日常の業務と比較して同等以上であるとき

(ｳ) 業務上の必要により、発症前２月間ないし６月間にわたって正規の (ｳ) 業務上の必要により、発症前２か月間ないし６か月間にわたって正
勤務時間を超えて１月当たり８０時間程度の超過勤務を継続的に行っ 規の勤務時間を超えて１か月当たり８０時間程度の超過勤務を継続的
た場合であって、その勤務密度が通常の日常の業務と比較して同等以 に行った場合であって、その勤務密度が通常の日常の業務と比較して
上であるとき 同等以上であるとき

イ 業務の質的要因に関するもの イ 業務の質的要因に関するもの
(ｱ)～(ｴ) （略） (ｱ)～(ｴ) （略）
なお、イ(ｱ)及び(ｲ)の「相当程度の期間」については、おおむね３月 なお、イ(ｱ)及び(ｲ)の「相当程度の期間」については、おおむね３か

間程度を目安としつつ、業務量、業務内容等を勘案して判断すること。 月間程度を目安としつつ、業務量、業務内容等を勘案して判断するこ
と。

⑵（略） ⑵（略）
４ 調査事項 ４ 調査事項
⑴ 基礎的事項 ⑴ 基礎的事項
ア・イ （略） ア・イ （略）
ウ 所属組織の組織図及び座席図 ウ 所属組織の組織図又は機構図
エ （略） エ （略）

⑵ （略） ⑵ （略）
⑶ 災害発生前の業務従事状況等（原則として、職務命令権者である上司等 ⑶ 災害発生前の業務従事状況等（原則として、職務命令権者である上司等
から業務従事状況に係る報告書を提出させること。） から業務従事状況に係る報告書を提出させること。）
ア～エ （略） ア～エ （略）



オ 発症前１月間の勤務状況の詳細（上記エに準ずる過重な業務が発症前 オ 発症前１か月間の勤務状況の詳細（上記エに準ずる過重な業務が発症
１月間継続している場合又はこれに相当する場合には、著しい増悪に関 前１か月間継続している場合又はこれに相当する場合には、著しい増悪
連があると認められるので、詳細に調査すること（別添１―２）。） に関連があると認められるので、詳細に調査すること（別添１―

２）。）
カ 発症前６月間の勤務状況（必ずしも全期間について詳細に調査する必 カ 発症前６か月間の勤務状況（必ずしも全期間について詳細に調査する
要はなく、相当程度の精神的又は肉体的な負荷を与えたと認められるも 必要はなく、相当程度の精神的又は肉体的な負荷を与えたと認められる
のについて重点的に調査すること。その際、著しい疲労の蓄積や過度の ものについて重点的に調査すること。その際、著しい疲労の蓄積や過度
ストレスの持続がある場合には、著しい増悪に関連があると認められる のストレスの持続がある場合には、著しい増悪に関連があると認められ
ので、疲労の蓄積等があったかどうかという観点からも調査すること。 るので、疲労の蓄積等があったかどうかという観点からも調査するこ
また、発症前６月間より前から相当程度の精神的又は肉体的な負荷を与 と。また、発症前６か月間より前から相当程度の精神的又は肉体的な負
えたと認められる業務が引き続いている場合は、その開始時期等につい 荷を与えたと認められる業務が引き続いている場合は、その開始時期等
ても調査すること（別添１―２）。） についても調査すること（別添１―３）。）

キ 上記ウからカまでの各期間における超過勤務の時間数及びその業務内 キ 上記ウからカまでの各期間における超過勤務の時間数及びその業務内
容等（別添１―１及び１―２） 容等（別添１―１から１―３）

ク 発症前６月間における「対外折衝等で精神的緊張を伴う業務」、「制 ク 発症前６か月間における「対外折衝等で精神的緊張を伴う業務」、
度の創設､組織の改廃等で困難な業務」、「寒冷、暑熱等特別な業務環 「制度の創設､組織の改廃等で困難な業務」、「寒冷、暑熱等特別な業
境等の下での業務」、「特別な事態の発生により必要となった日常は行 務環境等の下での業務」、「特別な事態の発生により必要となった日常
わない業務」、「早出、遅出等の不規則勤務」、「１７時間３０分を超 は行わない業務」、「早出、遅出等の不規則勤務」、「１７時間３０分
えるような拘束時間の長い勤務」、休日勤務、「勤務間のインターバル を超えるような拘束時間の長い勤務」、休日勤務、「勤務間インターバ
の短い勤務」、深夜勤務、交替制勤務、宿日直勤務、「出張等勤務官署 ルの短い勤務」、深夜勤務、交替制勤務、宿日直勤務、「出張等勤務官
外における移動を伴う勤務（海外出張にあっては、時差の程度を含 署外における移動を伴う勤務（海外出張にあっては、時差の程度を含
む。）」の状況の詳細（これらの勤務等がある場合は、従事した期間、 む。）」の状況の詳細（これらの勤務等がある場合は、従事した期間、
具体的な業務内容等について調査すること。また、調査に当たっては、 具体的な業務内容等について調査すること。また、調査に当たっては、
「精神疾患等の公務上災害の認定について（平成２０年４月１日職補― 「精神疾患等の公務上災害の認定について（平成２０年４月１日職補―
１１４人事院事務総局職員福祉局長）」の別紙「精神疾患等の公務上災 １１４人事院事務総局職員福祉局長）」の別紙「精神疾患等の公務上災
害の認定指針」の別表「公務に関連する負荷の分析表」の出来事例、業 害の認定指針」の別表「公務に関連する負荷の分析表」の出来事例、業
務例も参考にすること。） 務例も参考にすること。）

ケ （略） ケ （略）
コ 勤務時間外に論文、報告書等を作成していたとする場合は、その理由 コ 自宅等で論文、報告書等を作成していたとする場合は、その理由及び
及び成果物の確認 成果物の確認

サ～ス （略） サ～ス （略）
⑷ 発症時の医師の所見等 ⑷ 発症時の医師の所見等
ア （略） ア （略）
イ 解剖所見（死亡診断書又は死体検案書による） イ 解剖所見

⑸ （略） ⑸ （略）
⑹ 日常生活 ⑹ 日常生活
ア （略） ア （略）
イ 発症前１月間の生活状況 イ 発症前１か月間の生活状況
ウ 発症前６月間の生活状況（必ずしも全期間について詳細に調査する必 ウ 発症前６か月間の生活状況（必ずしも全期間について詳細に調査する
要はなく、相当程度の精神的又は肉体的な負荷を与えたと認められるもの 必要はなく、相当程度の精神的又は肉体的な負荷を与えたと認められる
について重点的に調査すること。） ものについて重点的に調査すること。）



⑺・⑻ （略） ⑺・⑻ （略）
５ （略） ５ （略）



別添１－１ 別添１－１



（別添を削る） 別添１－２



別添１－２ 別添１－３



別添２ 別添２





以 上


